
　          平成26年度9月補正予算会計別一覧表
（単位：千円）

28,901,129 552,270 29,453,399

国民健康保険事業 5,766,512 35,477 5,801,989

下 水 道 事 業 3,119,375 △ 2,742 3,116,633

15,612,827 32,735 15,645,562

1,282,031 0 1,282,031

45,795,987 585,005 46,380,992

企 業 会 計 小 計

合 計

 　　区　　　　　分 補正前の額

一 般 会 計

特 別 会 計 小 計

 計補正額



基金の状況【平成26年度　9月補正】
（単位：千円）

25年度末 26年度末

現 在 高 積立見込額 取崩見込額 見 込 額

Ａ Ｂ C A+B-C

文 化 基 金 5,807 7,702 0 13,509 積立4,880千円の増

博 物 館 資 料 整 備 基 金 5,683 5,382 2,000 9,065 積立1,770千円の増

緑 を 守 り 育 て る 基 金 18,050 45,839 971 62,918 積立32,940千円の増

職 員 退 職 手 当 基 金 353,179 530 100,000 253,709

公 共 施 設 等 建 設 基 金 87,068 131 0 87,199

教 育 振 興 基 金 159,276 3,033 1,480 160,829 積立1,100千円の増

ふるさと農村活性化基金 17,912 19 0 17,931

集 落 排 水 事 業 推 進 基 金 361,367 7,832 46,745 322,454

若 者 の 定 住 化 促 進 基 金 1,283,974 19,699 87,509 1,216,164 積立12,190千円の増

遥 か な ま ち 倉 吉 ふ る さ と 基 金 14,752 14,698 0 29,450 積立7,420千円の増

地 域 の 元 気 づ く り 基 金 487,565 727 485,296 2,996

企 業 立 地 推 進 基 金 400,360 451 300,000 100,811

湯 の 関 振 興 基 金 12,298 19 0 12,317

財 政 調 整 基 金 1,859,059 2,545 304,973 1,556,631 取崩283,502千円の減

減 債 基 金 617,425 354,896 30,977 941,344 積立275,000千円の増

計 5,683,775 463,503 1,359,951 4,787,327

（単位：千円）

25年度末 26年度末

現 在 高 積立見込額 取崩見込額 見 込 額

Ａ Ｂ C A+B-C

国民健康保険財政調整基金 551,000 776 65,776 486,000

介 護 保 険 財 政 調 整 基 金 111,948 47,343 0 159,291

簡 易 水 道 事 業 積 立 基 金 10,664 16 222 10,458

温 泉 配 湯 事 業 積 立 基 金 20,361 4,026 1 24,386

高城財産区財政調整基金 49,893 56 3,903 46,046

用 品 調 達 基 金 2,350 2,650 2,600 2,400

土 地 開 発 基 金 22,702 16,000 20,000 18,702

計 768,918 70,867 92,502 747,283

区　　　分

26年度

補正時における増減

区　　　分

26年度

補正時における増減



（単位：千円）

会計名 歳入歳出 款 項 目 事業 細事業 担当課 事 業 名 ページ 要求額 一般財源

一般 歳入 1 1 1 1 税務課 市民税（個人）現年課税分 1 19,000

〃 〃 1 1 2 1 税務課 市民税（法人）現年課税分 1 △ 13,200

〃 〃 1 2 1 1 税務課 固定資産税　　現年課税分 2 39,070

〃 〃 1 3 1 1 税務課 軽自動車税　　現年課税分 2 △ 3,400

〃 〃 9 1 1 1 財政課 地方特例交付金 3 △ 254

〃 〃 10 1 1 1 財政課 普通交付税 3 19,258

〃 〃 17 1 1 1 財政課他 ふるさと納税（総務費寄附金） 4 145,100

〃 〃 19 1 1 1 財政課 繰越金 4 539,082

〃 〃 21 1 9 1 財政課 臨時財政対策債 5 26,254

〃 歳出 2 1 6 3 1 財政課 減債基金積立金 6 275,000 275,000

〃 〃 2 1 6 31 1 財政課 ふるさと納税 6 69,790 69,790

〃 〃 3 1 2 2 1 市民課 国民年金（＊システム改修） 7 1,167 0

〃 〃 3 1 1 2 1 福祉課 社会福祉総務（＊システム改修） 7 16,454 5,502

〃 〃 3 1 4 1 1 長寿社会課 老人福祉一般（＊認知症判定補助ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｼｽﾃﾑ） 8 798 0

〃 〃 4 1 3 4 1 保健センター 個別予防接種（水痘、高齢者肺炎球菌ﾜｸﾁﾝ） 8 16,169 16,169

〃 〃 4 1 5 8 1 保健センター ＊こころの健康づくり事業 9 997 0

〃 〃 6 1 5 1 1 農林課 土地改良 10 15,057 13,617

〃 〃 6 1 5 20 1 農林課 農地・水保全管理支払交付金事業 10 1,000 0

〃 〃 7 1 2 23 1 商工課 地域資源活用新事業創出支援事業 11 641 641

〃 〃 8 2 2 2 1 建設課 道路維持（建設） 11 16,500 16,500

〃 〃 10 2 1 2 1 教育総務課 小学校運営（総務）（＊施設修繕） 12 9,699 9,699

〃 〃 10 2 3 1 1 教育総務課 ＊成徳小学校耐震補強事業 12 31,245 3,645

〃 〃 10 2 3 9 1 教育総務課 ＊上小鴨小学校耐震補強事業 13 1,582 1,582

〃 〃 10 2 3 10 1 教育総務課 ＊明倫小学校耐震補強事業 13 14,037 737

〃 〃 10 2 3 11 1 教育総務課 ＊小学校屋内運動場等天井等落下防止対策事業 14 1,656 1,656

〃 〃 10 3 1 2 1 教育総務課 中学校運営（総務）（＊施設改修） 14 27,750 27,750

〃 〃 10 3 4 2 1 教育総務課 ＊西中学校耐震補強事業 15 2,427 2,427

〃 〃 10 3 4 3 1 教育総務課 ＊東中学校耐震補強事業 15 2,337 2,337

〃 〃 10 3 4 4 1 教育総務課 ＊中学校屋内運動場等天井等落下防止対策事業 16 592 592

〃 〃 10 3 4 5 1 教育総務課 ＊久米中学校耐震補強事業 16 2,306 2,306

〃 〃 10 3 4 6 1 教育総務課 ＊鴨川中学校耐震補強事業 17 1,726 1,726

〃 〃 10 4 3 37 1 文化財課 小鴨遺跡群発掘調査 17 4,800 0

〃 〃 6 1 1 2 1 農業委員会 農業委員会（＊システム改修） 18 3,624 816

〃 〃 6 1 1 7 1 農業委員会 農用地利用権設定等促進 18 1,043 1,043

平 成 26 年 度 （ 9 月 補 正 予 算 ） 主 な 事 業 一 覧 表



会計

歳入歳出 金額

款 1 1 19,000 600

項 1 18,400

目 1

国庫 県 地方債 その他 一般財源

19,000

会計

歳入歳出 金額

款 1 1 △ 13,200 △ 600

項 1 △ 12,600

目 2

国庫 県 地方債 その他 一般財源

△ 13,200

均等割－６月末現在の調定額を基に対前年度比99.28％で算定し、600千円の減額補正とした。

法人税割－当初予算見積時は、全国的な景気回復を見込み、調定額ベースで対前年度比
　　　　　103％として算定。６月末現在においても、推計どおり各企業において全体的な
　　　　　増収傾向がみられるも、今後において一部企業の対前年度比約25,000千円の減収
　　　　　が見込まれるため、12,600千円の減額補正とした。

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

9 520,000 △ 13,200

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

予
算
科
目

一般

法人

市民税 法人税割

事業名 市民税（法人）

市税

節

歳入 区分
説明

現年課税分 均等割

9

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

補正前 補正額

1,751,000 19,000

区分

一般 節

均等割－生産年齢人口の減により、対前年度比99.28％の課税人員を見込んだが、全体的な所得
　　　　額の向上や、譲渡所得者の課税者数の増等により、見込よりも課税人員数が多くなっ
　　　　たため、600千円の増額補正とした。

所得割－当初予算見積時は、生産年齢人口の減（前年度比98.5％）を基に、調定額ベース
　　　　で対前年度比99.3％（約23,000千円の減）を見込む。給与所得者は推計どおり対前年
　　　　度比23,600円の減収であったものの、土地・株式の譲渡所得の対年度比約6,000千円
　　　　の増、営業等所得の対前年度比6,000千円の増、及び退職所得約7,000千円が見込まれ
　　　　ること等により、当初予算に対し、18,400千円の増額補正とした。

担当課 税務課

予算説明書
（ページ）

市民税

個人

補正額の財源内訳　(単位：千円）金額

所得割

説明

市税

担当課 税務課

事業名 市民税（個人）

予
算
科
目

現年課税分 均等割

歳入

1



会計

歳入歳出 金額

款 1 1 39,070 4,920

項 2 14,893

目 1 19,257

国庫 県 地方債 その他 一般財源

39,070

会計

歳入歳出 金額

款 1 1 △ 3,400 △ 3,400

項 3

目 1

国庫 県 地方債 その他 一般財源

△ 3,400

土地－農地及び雑種地から宅地への異動が見込みに比して大きくなったため、当初予算に対し
　　　4,920千円増の、900,320千円を決算見込みとした。

家屋－非課税見込みとしていた大規模家屋が継続課税となったため、当初予算に対し14,893千円
　　　増の、1,335,893千円を決算見込みとした。

償却－中小企業における設備投資が進んできており、償却資産全体の課税標準を押し上げること
　　　となったため、当初予算に対し19,257千円増の、444,157千円を決算見込みとした。

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

当初予算見積時、乗用自動車の登録台数推計において、普通自動車から軽自動車への乗り換え
や、消費税率の改正の影響による駆け込み需要を考慮し、対前年度比約103％と見込んだものの、
実際には６月末現在で対前年比約101.7％の伸びであったため3,400千円の減額補正するもの。

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

9 139,000 △ 3,400

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

担当課 税務課

区分

一般

事業名 軽自動車税

予
算
科
目

軽自動車税

節
説明

歳入

市税 現年課税分 現年課税分

軽自動車税

予
算
科
目

一般

9 2,641,300 39,070

予算説明書
（ページ）

市税 現年課税分

固定資産税

土地

家屋

説明
節

担当課 税務課

事業名 固定資産税

歳入 区分

補正前 補正額

固定資産税 償却資産

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

2



会計

歳入歳出 金額

款 9 1 △ 254 △ 254

項 1

目 1

国庫 県 地方債 その他 一般財源

△ 254

会計

歳入歳出 金額

款 10 1 19,258 19,258

項 1

目 1

国庫 県 地方債 その他 一般財源

19,2589 6,850,000 19,258

事業の概要(補正の理由）、対象、意図など

平成25年度普通交付税当初決定額7,036,365千円（最終決定額7,044,227千円）
平成26年度当初予算積算根拠
　基準財政需要額：個別算定経費△1.5％ 、包括算定経費△6.5％ 、公債費 各団体で推計

決算見込額6,869,258千円－現計予算額6,850,000千円＝補正額19,258千円

普通交付税決算見込額
　基準財政需要額　 　　　　＝　11,822,440千円(A)
　基準財政収入額　　　　　 ＝ 　4,943,813千円(B)
　調整額　　　　　　　　　 ＝ 　　　9,369千円(C)
普通交付税決定額(A)-(B)-(C)＝　 6,869,258千円

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

歳入 区分

事業名

地方交付税

●減収補てん特例交付金
　住宅借入金等税額控除による個人住民税の減収額を補てんするため、平成20年度創設。基準財
政収入額に75％算入。

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

●減収補てん特例交付金（住宅借入金等税額控除）
　決算見込額13,453千円－現計予算額13,707千円＝補正額△254千円

担当課 財政課

地方交付税

節
説明

地方特例交付金

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

普通交付税

地方交付税

普通交付税

予
算
科
目

一般

地方交付税

13,7079

地方特例交付金

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

補正前 補正額

△ 254

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

減収補てん特例交付金
予
算
科
目

歳入 区分

節

地方特例交付金

担当課 財政課

事業名 地方特例交付金

地方特例交付金

説明
一般

3



会計

歳入歳出 金額

款 17 1 145,100 145,100

項 1

目 1

国庫 県 地方債 その他 一般財源

60,300 84,800

会計
歳入歳出 金額

款 19 1 539,082 539,082
項 1
目 1

国庫 県 地方債 その他 一般財源
539,082

繰越金 前年度繰越金 前年度繰越金

補正額補正前
補正額の財源内訳　(単位：千円）予算説明書

（ページ）

金額

11
事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

539,082

担当課 財政課

　各会計年度における決算上の剰余金は、地方自治法第233条の２の規定により、翌年度の歳入に
編入しなければならない。これを翌年度の歳入として編入する場合の予算科目が繰越金である。

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

平成25年度歳入決算額 26,941,616,300円
　　　　　歳出決算額 26,186,232,566円
　　　　　歳入歳出差引  755,383,734円
翌年度へ繰越すべき財源   66,300,998円
　　　　　　実質収支    689,082,736円
今回補正額＝決算額（実質収支）－現計予算額
　　　　　＝689,082,736円－150,000,000円
　　　　　＝539,082,736円

総務費寄附金

歳入

10

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前

ふるさと納税（寄附金）の申込件数の増、収入増に伴い補正するもの
　H25実績　46,768千円（2,879件）　H26見込　225,100千円（15,374件）

80,000

担当課 財政課、地域づくり支援課、観光交流課、教育総務課、博物館

一般 節
説明

区分

事業名 ふるさと納税（総務費寄附金）

予
算
科
目 寄附金

寄附金 総務管理費寄附金

補正額

歳出積算根拠（金額）

【参照】歳入予算のうち、特定寄附金は、積立金として歳出予算へ計上する

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

ふるさと納税（寄附金）決算見込額　225,100千円（15,374件）
（内訳）1万円（14,423件）　5万円超（951件）

【特定寄附金（基金積立）】　　　補正額　 決算見込　－現計予算
遥かなまち倉吉ふるさと基金　  7,420千円　（14,680千円－ 7,260千円）
緑を守り育てる基金　　　　　 32,940千円　（45,820千円－12,880千円）
若者の定住化促進基金  　　　 12,190千円　（18,120千円－ 5,930千円）
文化基金　　　 　　　　　　　 4,880千円　（ 7,700千円－ 2,820千円）
教育振興基金　　　　 　       1,100千円　（ 1,380千円－   280千円）
博物館資料整備基金　　　　 　 1,770千円　（ 3,380千円－ 1,610千円）
【一般寄附金】　　　　　　　 84,800千円 （134,020千円－49,220千円）

145,100

歳入

150,000

予
算
科
目

一般

繰越金
繰越金

節
説明

区分

事業名 繰越金

4



会計

歳入歳出 金額

款 21 1 26,254 26,254

項 1

目 9

国庫 県 地方債 その他 一般財源

26,254

　元利償還金について、後年度の地方交付税の基準財政需要額に全額算入されるもの。

平成26年度当初予算算出根拠
地方財政対策における臨時財政対策債の増加率を考慮。
　　H25決定額978,726千円×（H26）21,851億円 / （H25）23,662億円　≒　903,818千円

決算見込額930,072千円－現計予算額903,818千円＝補正額26,254千円

補正額

11 903,818 26,254

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

臨時財政対策債発行可能額
合併算定替
　旧倉吉市分　　817,588千円
　旧関金町分 　 112,484千円
　合計　　　　　930,072千円

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前

一般 節
説明

歳入 区分予
算
科
目 臨時財政対策債

担当課 財政課

事業名 臨時財政対策債

事業の概要(補正の理由）、対象、意図など

市債 臨時財政対策債 臨時財政対策債

市債
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会計

歳入歳出 金額

款 2 25 275,000 275,000

項 1

目 6

国庫 県 地方債 その他 一般財源

275,000

会計

歳入歳出 金額

款 2 11 67,431 67,431

項 1 12 2,359 933

目 6 1,426

国庫 県 地方債 その他 一般財源

69,790

事業の概要(補正の理由）、対象、意図など

　地方財政法第7条（剰余金）に基づき、減債基金にこれを積み立てるもの。
　平成26年度末見込残高　941,344千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

　地財法の積立金350,000千円－当初繰越金の1/2　75,000千円　＝　275,000千円

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

12

節
説明

区分

総務費 積立金 減債基金積立金

事業の概要(補正の理由）、対象、意図など

ふるさと納税件数の増加に伴う贈呈品等の経費を計上するもの。
決算見込　15,374件（現計予算　4,000件）

歳出積算根拠（金額）

・消耗品費
　　贈呈品　65,435千円、くらすけくんグッズ　1,660千円、封筒　336千円
・通信運搬費（受領書郵送料）　933千円
・手数料（クレジット、郵便振込）　1,426千円

担当課 財政課

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

12 36,671 69,790

消耗品費

総務管理費 役務費 通信運搬費

財産管理費 手数料

事業名 ふるさと納税

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

総務費 需用費

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

総務管理費

予
算
科
目

担当課 財政課

事業名 減債基金積立金

79,896 275,000

歳出

財産管理費

一般
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会計

歳入歳出 金額

款 3 13 1,167 1,167

項 1

目 2

国庫 県 地方債 その他 一般財源

1,167 0

会計

歳入歳出 金額

款 3 13 16,454 16,454

項 1

目 1

国庫 県 地方債 その他 一般財源

10,952 5,502

生活保護　　 1,620千円　 国民健康保険　　2,765千円　　健康管理 1,119千円
障がい者福祉 4,040千円　 後期高齢者医療　1,095千円　　国民年金 1,006千円
児童福祉　　 2,007千円　 介護保険　　　　2,802千円　　　 合計 16,454千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

【国庫】
生活保護(*)　　730千円(2/3)　国民健康保険　 1,842千円(2/3)　健康管理   745千円(2/3)
障がい者福祉 2,693千円(2/3)　後期高齢者医療   730千円(2/3)　国民年金 1,006千円(10/10)
児童福祉　 　1,337千円(2/3)　介護保険　　　 1,869千円(2/3)　 　合計 10,952千円
 国庫裏負担分1/3は普通交付税及び特別交付税措置　*は補助対象事業費上限から算出

15 4,244 16,454

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

「社会保障・税番号制度」に対応するため、番号管理機能を各業務システムに付加する。
　＜対象システム：厚生労働省管轄分＞
　生活保護、障がい者福祉、児童福祉、国民健康保険、後期高齢者医療、介護保険、
　健康管理、国民年金
　※ 平成26年度～平成27年度で、国の動向に合わせて改修する。

歳出積算根拠（金額）

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

社会福祉費

社会福祉総務費

社会福祉総務（＊システム改修）

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

民生費 委託料 システム改修委託料

担当課 市民課

事業名 国民年金（＊システム改修）

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

民生費 委託料 システム改修委託料

社会福祉費

国民年金費

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

15 177 1,167

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

 平成27年10月より日本年金機構が年金生活者支援給付金の支給事務を行うにあたり、市町村が
保有する所得情報等を継続的に把握する仕組みを構築する。

歳出積算根拠（金額）

システム改修委託料　1,167千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

【国庫】年金生活者支援給付金事務費交付金　1,167千円

担当課 福祉課

事業名
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会計

歳入歳出 金額

款 3 11 137 137

項 1 18 661 661

目 4

国庫 県 地方債 その他 一般財源

798 0

会計

歳入歳出 金額

款 4 11 165 165

項 1 12 302 302

目 3 13 16,547 16,547

20 △ 1,049 △ 1,049

国庫 県 地方債 その他 一般財源

15,965

事業の概要、対象、意図など

　水痘ワクチン及び高齢者用肺炎球菌ワクチンは、任意予防接種として一部助成を実施してい
た。予防接種法施行令の一部改正により、平成26年10月1日より、水痘及び高齢者の肺炎球菌感
染症が定期の予防接種の対象疾病となり、対象者を定めて実施する定期予防接種となったための
補正。
　幼児の水痘及び高齢者の肺炎の予防と、伝染のおそれのある疾病の発生及び蔓延を防ぐため、
予防接種費用の助成をするもの。
　・水痘ワクチン予防接種費用の全額助成
　・高齢者用肺炎球菌ワクチン予防接種費用の一部助成

歳出積算根拠（金額）

需用費（印刷製本費：予防接種券・予診票の印刷）165千円
役務費（通信運搬費）302千円
委託料（個別予防接種[水痘・高齢者用肺炎球菌ワクチン]委託料）16,547千円
扶助費　△1,049千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

予算説明書
（ページ）

金額 左の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

17 126,418 15,965

予防費 委託料 個別予防接種委託料

扶助費 高齢者用肺炎球菌ワクチン助成金

衛生費 需用費 印刷製本費

保健衛生費 役務費 通信運搬費

担当課 保健センター

事業名 個別予防接種（＊水痘、高齢者用肺炎球菌ワクチン）

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

もの忘れ対策トレーニング機能が追加された、タブレット型の認知症判定補助トレーニングシス
テムによって得られた検診結果のデータ等を、認知症の早期発見・早期治療につなげていく。
（県委託事業）
集団健診等で、
①認知症判定補助トレーニングシステムを用いた検診及びアンケートを行いデータを収集。
②認知症が疑われる人については、もの忘れ対策トレーニング機能等を活用したフォローアップ
を実施。

歳出積算根拠（金額）

消耗品費　　認知症予防パンフレット　　　　　　　　 87千円
　　　　　　ﾀｯﾁﾊﾟﾈﾙ用消耗品　　　　　            　50千円
機械器具費  認知症判定補助トレーニングシステム　　661千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

【県】認知症予防地域推進事業費委託金[補助率10/10]　　 798千円

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

15 765,843 798

備品購入費 機械器具費

老人福祉費

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

民生費 需用費 消耗品費

社会福祉費

担当課 長寿社会課

事業名 老人福祉一般（＊認知症判定補助ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｼｽﾃﾑ）
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会計

歳入歳出 金額

款 4 8 90 90

項 1 9 101 101

目 5 11 736 736

12 70 70

国庫 県 地方債 その他 一般財源

997 0

●報償金(講師謝金等)　　　90千円
●旅費(自死対策相談支援研修)　　　101千円
●需用費　　　736千円　　消耗品費（啓発物品等）　　　　　　　　 677千円
　　　　　　　　　　　　 印刷製本費　リーフレット印刷（18,000枚）59千円
●役務費　　　70千円 　　通信運搬費　　　                        50千円
　　                     手数料(自死対策相談支援研修受講料)　　　20千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

17 0 997

事業の概要、対象、意図など

　こころの健康に関する正しい知識を普及し、自死を未然に防止するために、関係機関と連携
し、自死対策を推進する。
　自死の原因として、うつ病に罹患している人が多く、早期に気づき適切な支援をすることによ
り自死予防に繋がる。正しい知識の普及、相談支援体制の充実、関係機関・関係課との連携を図
り「こころの健康づくり事業」を推進する。

歳出積算根拠（金額）

健康増進費 需用費 消耗品・印刷製本費

役務費 通信運搬費・手数料

予算説明書
（ページ）

金額 左の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

衛生費 報償費 報償金

保健衛生費 旅費 普通旅費

担当課 保健センター

事業名 ＊こころの健康づくり事業

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

【県】市町村自死対策緊急強化交付金　[補助率10/10]　997千円
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会計

歳入歳出 金額

款 6 11 1,507 1,507

項 1 14 5,500 5,500

目 5 16 6,550 6,550

19 1,500 1,500

国庫 県 地方債 その他 一般財源

600 840 13,617

会計

歳入歳出 金額

款 6 4 135 135

項 1 7 862 862

目 5 11 3 3

国庫 県 地方債 その他 一般財源

1,000 0

臨時職員１名　６ヶ月雇用
　・社会保険料　22,500円/月×6ヶ月＝135千円
　・事務賃金　 143,600円/月×6ヶ月＝862千円
　・消耗品　　　　　　　　　　　　　　3千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

【県】農地・水保全管理支払交付金（推進交付金）10/10　　　1,000千円

19 29,326 1,000

事業の概要(補正の理由）、対象、意図など

今年度から「多面的機能支払交付金事業」が開始されたことに伴い、従前の「農地・水保全管理
支払交付金事業」を行っている活動団体をスムーズに新制度に移行させるため、及び「中山間地
直接支払制度」を行っている活動団体にも「多面的機能支払交付金事業」を拡大するため、事務
補助を雇用するもの。

歳出積算根拠（金額）

賃金 事務賃金

農地費 需用費 消耗品費

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

農林水産費 共済費 社会保険料

農業費

●農村多目的集会施設修繕　1,507千円
　ブロック積工、ブロック塀工、フェンス基礎工
●原材料支給　12,050千円
　・補修用材料　130千円×50件≓6,550千円　・機械借上　110千円×50件＝5,500千円
●県営農業農村小水力発電施設導入事業負担金　1,500千円
　　事業費　98,736千円→104,736千円　　6,000千円増
　　　6,000千円×25%（市11%＋地元14%）＝1,500千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

●県営農業農村小水力発電施設導入事業
　【地方債】　　　　6,000千円×11%×90%≓600千円
　【その他】地元分担金　6,000千円×14%＝840千円

担当課 農林課

事業名 農地・水保全管理支払交付金事業

19 98,919 15,057

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

●農村多目的集会施設敷地内において、空石積からの盛土流出による石碑の傾き、ブロック塀の
亀裂等が生じているため修繕を行う。
●農業用施設等の補修整備を行う団体に対する原材料支給制度（補修用材料・機械借上）につい
て、実施要望団体の増加に対応する。
●県営農業農村小水力発電施設導入事業（南谷発電所）について、県事業費の変更増に伴う負担
金の増額。

歳出積算根拠（金額）

負担金補助及び交付金
県営農業農村小水力発
電施設導入事業負担金

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

農業費 使用料及び賃借料 機械借上料

農地費 原材料費 工事材料費

一般 節
説明

歳出 区分

農林水産費 需用費 修繕料

担当課 農林課

事業名 土地改良

予
算
科
目
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会計

歳入歳出 金額

款 7 8 639 639

項 1 11 2 2

目 2

国庫 県 地方債 その他 一般財源

641

会計

歳入歳出 金額

款 8 14 8,250 8,250

項 2 16 8,250 8,250

目 2

国庫 県 地方債 その他 一般財源

16,500

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

公民館が行う市道の補修の増加が見込まれるため、道路補修用原材料の支給、建設機械の借上げ
について、必要額を増額する。

歳出積算根拠（金額）

建設機械借上料　　 　33ヶ所×250千円＝8,250千円
市道補修用原材料 　　33ヶ所×250千円＝8,250千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

21 120,827 16,500

道路維持費

土木費 使用料及び賃借料 自動車借上料

道路橋梁費 原材料費 工事材料費

担当課 建設課

事業名 道路維持（建設）

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

事業の概要、対象、意図など

富士市産業支援センターｆ－Ｂｉｚの所長を招き、倉吉市内の事業者向けに経営相談会を実施す
る。全国トップレベルの経営相談会を倉吉市で開催し、市内の事業者への支援を行うとともに、
講師の相談手法を学び、商工会議所など経営相談を受ける側のレベルアップを図る。
相談件数は2日間で10件を予定している。

歳出積算根拠（金額）

中小企業向け経営相談会（平成26年12月開催予定）
講師謝金（旅費・宿泊費を含む）　639千円
食糧費（昼食2回）　　　　　　　 　2千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

20 1,200 641

報償費 報償金

商工費 需用費 食糧費

商工業振興費

商工課

事業名 地域資源活用新事業創出支援事業

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

商工費

担当課
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会計

歳入歳出 金額

款 10 13 委託料 1,048 1,048

項 2 15 8,651 8,651

目 1

国庫 県 地方債 その他 一般財源

9,699

会計

歳入歳出 金額

款 10 29,130

項 2 2,115

目 3

国庫 県 地方債 その他 一般財源

27,600 3,645

・教室棟耐震診断業務 　　　　　2,115千円
・教室棟改築工事実施設計業務　29,130千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

【地方債】合併特例債
・教室棟改築工事実施設計業務
　　29,130千円×95%≒27,600千円

23 0 31,245

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

　児童生徒及び地域の災害時避難場所の安全確保のため、学校施設耐震化の早期完成を図る。
　既存教室棟の耐震補強工事が困難なため、改築を行うための調査、設計を行うもの。
【成徳小学校耐震補強事業計画】
・教室棟　H25 事前調査、H26補正  耐震診断、改築工事実施設計
(Is値0.34　S35～S37年建築　RC造3階建　延床面積 2,105㎡)

歳出積算根拠（金額）

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

予
算
科
目

一般

耐震診断業務委託料

学校建設費

節
説明

歳出 区分

教育費
13 委託料 31,245

設計業務委託料

小学校費

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

担当課 教育総務課

事業名 成徳小学校耐震補強事業

146,529 9,699

事業の概要(補正の理由）、対象、意図など

　倉吉市が設置する小学校15校(うち分校１校)を管理し、効率的な学校運営及び学校機能の保全
を図るとともに、児童・教職員にとって良好な教育環境を確保する。
・屋内運動場等の雨漏りによる教育環境の悪化、施設の劣化を防ぐもの。
　　関金小学校　屋内運動場
　　社小学校　　普通教室・図工室

歳出積算根拠（金額）

・関金小学校体育館雨漏り修繕工事設計監理業務　1,048千円
・関金小学校体育館雨漏り修繕工事　　　　　　　6,048千円
・社小学校普通教室他雨漏り修繕工事　　　　　　2,603千円

22

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

教育費 設計監理委託料

小学校費 工事請負費 維持補修工事

学校管理費

担当課 教育総務課

事業名 小学校運営(総務)

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

12



会計

歳入歳出 金額

款 10 13 1,582 1,582

項 2

目 3

国庫 県 地方債 その他 一般財源

1,582

会計

歳入歳出 金額

款 10 13 14,037 14,037

項 2

目 3

国庫 県 地方債 その他 一般財源

13,300 737

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

　児童生徒及び地域の災害時避難場所の安全確保のため、学校施設耐震化の早期完成を図る。
　事業実施に有利な財源を利用するため、平成28年度以降に予定していた事業を前倒し実施する
もの。
【明倫小学校耐震補強事業計画】
・管理教室棟①-1～4　H26補正 耐震補強事業計画
・普通・特別教室棟　 H26補正 耐震補強事業計画、実施設計

歳出積算根拠（金額）

・管理教室棟①-1～4耐震補強実施設計業務　　 7,285千円
・普通・特別教室棟耐震補強実施設計業務　 　 1,689千円
・普通・特別教室棟改修工事実施設計業務　5,063千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

【地方債】合併特例債
　事業費　14,037千円×95%≒13,300千円

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

0 14,03723

学校建設費

教育費 委託料 設計業務委託料

小学校費

担当課 教育総務課

事業名 明倫小学校耐震補強事業

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

事業の概要(補正の理由）、対象、意図など

　児童生徒及び地域の災害時避難場所の安全確保のため、学校施設耐震化の早期完成を図る。
　広瀬分校校舎の耐震補強の必要性の有無を確認するもの。
【上小鴨小学校耐震補強事業計画】
・屋内運動場　H22 改築済み
・管理教室棟　H26 実施設計　H27 耐震補強工事
・上小鴨小学校広瀬分校　H26補正 耐震診断

歳出積算根拠（金額）

・広瀬分校耐震診断業務 　1,582千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

23 6,283 1,582

学校建設費

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

教育費 委託料 耐震診断業務委託料

小学校費

担当課 教育総務課

事業名 上小鴨小学校耐震補強事業

13



会計

歳入歳出 金額

款 10 13 1,656 1,656

項 2

目 3

国庫 県 地方債 その他 一般財源

1,656

会計

歳入歳出 金額

款 10 13 委託料 1,750 1,750

項 3 15 26,000 26,000

目 1

国庫 県 地方債 その他 一般財源

27,750

・河北中学校屋外運動場整備工事設計業務 　1,750千円
・河北中学校屋外運動場整備工事　　　　　26,000千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

23 72,480 27,750

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

倉吉市が設置する中学校５校を管理し、効率的な学校運営及び学校機能の保全を図るとともに、
生徒・教職員にとって良好な教育環境を確保する。
・河北中学校
　屋外運動場における擦過傷などの怪我が多発しており早急に整備を行うもの。

歳出積算根拠（金額）

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

中学校費 工事請負費 維持補修工事

学校管理費

事業名 中学校運営(総務)

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

教育費 設計業務委託料

担当課 教育総務課

23

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

担当課 教育総務課

0 1,656

事業の概要(補正の理由）、対象、意図など

　児童生徒及び地域の災害時避難場所の安全確保のため、学校施設耐震化の早期完成を図る。
　災害時における屋内運動場等の天井、付属物等の落下による被害防止のための調査を実施する
もの。
・小学校　全14校

歳出積算根拠（金額）

・小学校屋内運動場等天井等耐震性調査業務　1,656千円

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

耐震診断業務委託料

小学校費

学校建設費

事業名 小学校屋内運動場等天井等落下防止対策事業

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

教育費 委託料

14



会計

歳入歳出 金額

款 10 13 2,427 2,427

項 3

目 4

国庫 県 地方債 その他 一般財源

2,427

会計

歳入歳出 金額

款 10 13 2,337 2,337

項 3

目 4

国庫 県 地方債 その他 一般財源

2,337

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

　児童生徒及び地域の災害時避難場所の安全確保のため、学校施設耐震化の早期完成を図る。
　柔剣道場の耐震補強の必要性の有無を調査把握するもの。
　【東中学校耐震補強事業計画】
　・柔剣道場　H26補正 耐震診断

歳出積算根拠（金額）

・柔剣道場耐震診断業務　2,337千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

23 0 2,337

学校建設費

教育費 委託料 耐震診断業務委託料

中学校費

担当課 教育総務課

事業名 東中学校耐震補強事業

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

事業の概要(補正の理由）、対象、意図など

　児童生徒及び地域の災害時避難場所の安全確保のため、学校施設耐震化の早期完成を図る。
　柔剣道場の耐震補強の必要性の有無を調査把握するもの。
【西中学校耐震補強事業計画】
・特別教室棟　H24 補強設計　H25 実施設計　H25繰越 耐震補強工事
・柔剣道場　H26補正 耐震診断

歳出積算根拠（金額）

・柔剣道場耐震診断業務　2,427千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

23 0 2,427

学校建設費

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

教育費 委託料 耐震診断業務委託料

中学校費

担当課 教育総務課

事業名 西中学校耐震補強事業

15



会計

歳入歳出 金額

款 10 13 592 592

項 3

目 4

国庫 県 地方債 その他 一般財源

592

会計

歳入歳出 金額

款 10 13 2,306 2,306

項 3

目 4

国庫 県 地方債 その他 一般財源

2,306

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

　児童生徒及び地域の災害時避難場所の安全確保のため、学校施設耐震化の早期完成を図る。
　柔剣道場の耐震補強の必要性の有無を調査把握する。
【久米中学校耐震補強事業計画】
・屋内運動場　H24 耐震補強工事完了
・教室棟　H24 補強設計　H25 実施設計　H25繰越 耐震補強工事
・柔剣道場　H26補正 耐震診断

歳出積算根拠（金額）

・柔剣道場耐震診断業務　2,306千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

23 0 2,306

学校建設費

教育費 委託料 耐震診断業務委託料

中学校費

担当課 教育総務課

事業名 久米中学校耐震補強事業

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

事業の概要(補正の理由）、対象、意図など

　児童生徒及び地域の災害時避難場所の安全確保のため、学校施設耐震化の早期完成を図る。
　災害時における屋内運動場等の天井、付属物等の落下による被害防止のための調査を実施する
もの。
・中学校　全5校

歳出積算根拠（金額）

・中学校屋内運動場等天井等耐震性調査業務　592千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

23 0 592

学校建設費

教育費 委託料 耐震診断業務委託料

中学校費

担当課 教育総務課

事業名 中学校屋内運動場等天井等落下防止対策事業

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分
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会計

歳入歳出 金額

款 10 13 1,726 1,726

項 3

目 4

国庫 県 地方債 その他 一般財源

1,726

会計

歳入歳出 金額

款 10 4 13 13

項 4 7 4,060 4,060

目 3 11 需用費 245 245

12 役務費 4 手数料 4

14 478 65

413

国庫 県 地方債 その他 一般財源

4,800 0

【その他】受託収入　4,800千円

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

歳出積算根拠（金額）

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

　国道313号線（倉吉関金道路）改良事業に伴い影響を受ける範囲について記録保存のための発
掘調査を実施する。
　県土整備局との協議の結果、今年度用地買収等の発掘調査実施の条件がそろう小鴨地内の調査
を実施する予定。
　H26年度　現地調査600㎡（６ヶ月）
　H27年度　遺物・図面整理作業、調査報告書刊行

労務賃金　（発掘作業員賃金　7,000円/日×580人　＝4,060千円）

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

23 0 4,800

文化事業費 消耗品費、燃料費等

使用料及び賃借料 器具借上料

機械借上料

教育費 共済費 社会保険料

社会教育費 賃金 労務賃金

担当課 文化財課

事業名 小鴨遺跡群発掘調査

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

事業の概要(補正の理由）、対象、意図など

　児童生徒及び地域の災害時避難場所の安全確保のため、学校施設耐震化の早期完成を図る。
　寄宿舎の耐震補強の必要性の有無を調査把握する。
【鴨川中学校耐震補強事業計画】
・教室棟　H25 実施設計　H25繰越 耐震補強工事
・寄宿舎　H26補正 耐震診断

歳出積算根拠（金額）

・寄宿舎耐震診断業務　1,726千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

23 0 1,726

学校建設費

教育費 委託料 耐震診断業務委託料

中学校費

担当課 教育総務課

事業名 鴨川中学校耐震補強事業

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分
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会計

歳入歳出 金額

款 6 13 3,624 3,624

項 1

目 1

国庫 県 地方債 その他 一般財源

2,808 816

会計

歳入歳出 金額

款 6 19 1,043 1,043

項 1

目 1

国庫 県 地方債 その他 一般財源

1,043

担当課 農業委員会事務局

事業名 農業委員会

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

農林水産業費 委託料 システム改修委託料

農業費

農業委員会費

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

18 14,420 3,624

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

　農地台帳が平成２６年４月に法定化され、農地情報システム（全国農業会議所が開発）により
インターネットで台帳情報を公開することとなり、データ出力形式（公表用CSVファイル）に対
応するため、農地台帳システムの改修を行うもの。

歳出積算根拠（金額）

改正農地法対応（農地台帳整備項目）システム改修委託料　2,808千円
農家台帳カスタマイズ委託料　　　　　　　　　　　　　　　816千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

【県】農地情報公開システム等整備事業費補助金　　2,808千円

担当課 農業委員会事務局

事業名 農用地利用権設定等促進

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分

農林水産業費 負担金補助及び交付金 遊休農地解消対策助成金

農業費

農業委員会費

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

18 1,384 1,043

事業の概要(補正の理由）、対象、意図など

遊休農地の発生防止・解消対策として交付している遊休農地解消対策助成金について、平成２６
年６月末実績で遊休農地認定済面積29,733㎡、799千円の交付決定を行った。今後、認定見込面
積42,618㎡（松河原、上神、服部等）に対する助成金申請に対応するため補正するもの。

歳出積算根拠（金額）

遊休農地解消対策助成金（上限　30千円/面積10アール）　今後交付決定見込額　1,244千円
決算見込額2,043千円（交付決定済799千円+今後見込額1,244千円）
現計予算額1,000千円
補正額　　1,043千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

18




